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地場産業型の産業集積地域における人材活用
一米沢の呉服関連製品を扱っている繊維工業についてー
Management of Human Resources in the Industrial Agglomeration 
:A Case Study of Textile Industries in Yonezawa City 
松下幸生
Yukio Matsushita 
キーワード:産業集積地場産業型人材活用繊維工業米沢市
本論の目的は、早くから厳しい経営環境にさらされている繊維工業に注目し、いかなる形
で産地の自己革新を図っているのかを人材活用の観点、から考察をすることである。その際
に、地域産業におけるイノベーシヨンの方向性を、産地の歴史的な形成過程、産業集積論の
枠組み、及び、聞き取り調査を踏まえて考察している。
1周米沢市における繊維工業の概要.
米沢市(山形県)の繊維工業は、事業所数、従業者数ともに日本経済が高度成長の山場
(いざな ぎ景気)を迎えようとする1965年を境に減少を続け、生産額も1973年と1991年を山
として減少傾向を続けており、 3つの時期に大別されている l)。第1期は1955年から70年代
半ばにかけて生じた小巾織物2)の量的縮小に伴う衣服製造業への転換であり、広巾織物3)
の産地としても認知され始めた時
期である。第2期は1970年代半ば
以降から2000年に至る時期であ
り、大量生産品ではなく、多品種
中少量生産品を扱うことを選択し
た時期である。例えば、米沢織を
含む小巾織物の生産高比率は1975
年[72.2%Jをピークに減少を続け、
1985年に広巾よりも少な くなり 、
2008年に3l.5%へと減少を続けて
いる。第3期は2000年から現在に
至る時期であり、小巾織物、広巾
織物、それぞれにおいて、大きく
変わる経営環境の変化に対応し続
けている時期である。
米沢市の繊維工業は、総じて従
業者規模の小さい状態にある(図
1) 0 2001年から2007年にかおけ
図1.従業者規模別の事業所数
構成比率(繊維) [2007年].
1ネ土， 1%
米沢市
N=65 
怒4-9人 -10-19人
50-99人
20-29人
図30-49人
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(出所)米沢市[2009]より筆者作成.
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る l 事業所あたりの製造品出荷額等や付加価値生産性をみると、従業者1O~29人の事業所は
前者で全国よりも約 8~30% 少なく、後者で約10% 少ない。こ れに対して、従業者30~99
人の事業所は前者で全国よりも約26~50% 多く、後者で約33~93% [約496万円]多い。な
お、米沢市の産業において、 2008年における製造品出荷額等の占める比率は、繊維工業で僅
か1.8%を占めるに過ぎず、 64.1%を占める情報に大きく引き離されている。しかし、繊維工
業における事業所の比率は31.5%、従業者の比率は10.8%であり、地域の雇用において一定
の役割を担っている。
2.産業集積論からみた米沢の繊維工業.
産業集積の定義として「産業の特定地域への集中J(伊藤 [2007]， p.4.)があり、マー シ
ヤル以来の伝統的な産業集積論の枠組みとして、集積の利益という外部経済性と持続性があ
る。また、産業集積に関する議論は2つに大別できる。それぞ、れ、 1)日本の産業の発展を
中小企業が支えてきた存在意義のかなりの部分は、産業集積という形で中小企業の集合体が
存在したことにあるとの議論と、 2)I産業集積としての日本列島Jという観点からの、日
本列島の上に将来どのような産業群がどのような形で存在していけるかとの議論4)である。
本論ではこれらの点について厳密に論じないが、本論の目的である、 「米沢の繊維工業がい
かなる形で自己革新を図っているのかを人材活用の観点から考察をすること」に近い、 2)
に準じて論じることとする。
本論では、地域面で産業集積地域を類型化するにあたり 5)、中小企業金融公庫調査部
[2002]の4類型(企業城下町型、地場産業型、都市集積型、地方工業集積型)の観点から
位置づける日)。この観点に
立つと、米沢の繊維工業は
地場産業型に位置づけられ
る。理由は、域内に特定大
企業の量産工場を有してお
らず、特定の大企業への依
存度も低く 7)、誘致政策や
産業再配置によって形成さ
れていないためである。
吉田敬一 [2009Jの指摘
に基づくと、中小企業の地
域的集積と して8点のメリ
ットが指摘されている。そ
れぞれのメリットとは、 1) 
専門特化した固有技術の相
互活用によるモノづくりレ
ベルの高さ、2)ネットワ
ーク形成の容易さ、 3)機
械設備・材料・ 工具 ・治具
の入手可能性の高さ、 4)
市場・技術情報へのアクセ
ス可能性の高さ、 5)資金
調達の容易性、 6)業界と
図2.米沢の繊維工業における企業間取引関係.
(出所)東北産業活性化センター編[204J.p.l24数納・沼・小野編著
[2009] ，p.93.及び、ヒアリング調査に基づき筆者作成
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行政との連携による営業関係改善の問題、 7)地域ブランドによる広範囲の受注可能性、 8)
技術者・技能者の育成・確保の容易性である 8)。米沢市の繊維工業において、これらのメリ
ットをどの程度満たしているのかを確認すると、 1)、 2)、3)、5)は満たしているものの、
4)、6)、7)、8)は課題を有している。
それぞれに説明を加えると、 1)では、米沢に織物技術の流入した公式的な時期となる
1776年(安永5年)以来9)、複数回発生した粗悪品に悩まされる時期、大正末期の不況期、
第2次世界大戦戦中・戦後の混乱期を除き、モノづくりの水準を高め続けてきた。 2)につ
いて述べると、米沢の繊維工業に位置づけられる事業所の特徴は、加工から製品製造までの
機能を備えている地域であり(図2)、且つ、高品質の徹底とコスト低減要請を前提として、
域内の撚糸、染色、整理、意匠、仕上、買継による調整的な機能を伴っている点にあり 10)、
必要な時に必要な相手とネットワークを組める 11)地域である。3)について述べると、 モ
ノづくりを支援する卸機能と して買継事業所が、製造機械のメンテナンスに関するノウハウ
を地域の様々な事業所群が保有している。 5)は上杉家、旧日本海軍将校を始め、官民一体
となって地域の発展を目指して尽力されてきた方々について記された文献から推測できる l2)。
一方で、 4)は市場・技術情報へのアクセス可能性は高いと言えるものの、その高さは問
屋やアパレル、及び、商社を介した情報に依存せざるを得ないとの特徴を有している。近
年、アパレルや商社は一部の役割を買継、製品製造を手掛ける縫製に選択させる傾向にあ
る。それゆえ、これらの
事業所は市場・技術情報
図3.呉服小売市場規模の推移(全国). 
へのアクセスを積極的に ({i曹円) (%) 
図ろうとしているが、そ 7，000 10 
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13)0 7)は地域プランド
の向上をモノづくりの更
なる専門化を通じて図っ
てきたものの、受注を拡
大させるための地域としての戦略構築との繋がりに弱さを有している。確かに、米沢織物の
イメージを(潜在的な)顧客に訴えている事業所は織物事業所、買継事業所を中心に存在し
ている。しかし、米沢の繊維工業や米沢市は、地域ブランドをモノづくりの更なる専門化以
外に、如何に構築していくかというデザインを描ききれていない。全国における呉服小売市
場規模の更なる縮小が予想されている現在(図3)、モノづくりの更なる専門化や他地域の
参入の可能性の高い成長を期待できる市場への進出、広範囲の受注を期待できる余地は見出
し難い。8)について述べると、経営者や中核的な従業者の後継者に恵まれている地域だが、
それ以外の従業者に対して技術や技能継承をする仕組みを構築できる人材や、受注の拡大に
寄与できる今まで、組織にいなかった人材の確保が困難となっている。
以上のとおり、米沢市の繊維工業について中小企業の地域的集積のメリットの存在を確認
した結果、概ね妥当であることが明らかになった。ただし、国内の呉服小売市場規模の縮小
への対応は、販路の拡大を志向するよりも、(域内のネットワークやモノづくりの支援機能
2003 2004 2005 I 2006 I 2007 2008 2009 
催事販売大手が戸一一ーマに一一一ノ 見込み 予測
倒産。(9月) 国市場規模 +前年比
(出所)矢野経済研究所[2009]，p.3. ~こ基づき筆者作成
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や企業聞の調整機能を活かす形で)モノづくりの更なる専門化を志向して行われており、地
域としての戦略構築に課題を有している。
3.事例調査に基づく工程ごとに求めている人材.
本章では、産業集積の観点からみた米沢の繊維工業の特徴を踏まえて、近年どのような人
材を求めているのかについて、事例調査に基づいて考察をする。事例調査の概要は表lのと
おりだが、 工程毎に取 り組んで
いる人材活用の特徴(表2)は3
種類に大別できる15)。
1種類日は、製造・加工方法
の専門化に寄与できる人材を求
めている企業群であ り、織物、
染色事業所に多く 見受けられる。
繊維において求められている人
キtは、プロダクト・イノベーシ
ヨンを追求し
表1.事例調査の概要
期間:2009年7月24日-2009年8月18日
対 象・米沢に本社機能を置いている、米沢繊維協同総合連合会加盟事業所.
調査方法:慨ね 1時間程度のヒアリング調査.
サンプル数:14社 14)
米沢織物工業組合 ・・3社[全51制.
米iR織物商業協同組合 …4社[全25社1.
米沢繊維関連協議会染色部会…2社[全6社1.
米沢繊維関連協議会諮理部会…2社[全 7社].
米iR繊維関連協誠会意匠部会… 1社[全 3社].
米沢繊維関連協様会燃糸部会…2社[全7制
(出所)筆者作成
表2.人材活用の取組.ているために、
伝統的な製品
製造能力を基
盤として、 伝
統的な加工方
法を更に洗練
できる人材で
ある。染色で
は、織物事業
所ごとに異な
る微妙な特徴
を、同一タ イ
プの財や際立
たせる財へと
微調整 (変
換)できる人
材、情報収集
や情報発信能
力を高められ
る人材、受注
を増やすこ と
に寄与できる
人材を求めて
いる。 小規模事業所の多いこともあり、人材育成は経営者に準ずる立場にある特定の従業者
や、熟練技能を有しており、且つ、新たな製法を生み出せる高度な技能を有している従業者
に集中している。その一方で、それ以外の従業者は、経営者に上記の従業者として認められ
るまで、特定の工程のみの専門化を求められている。
人材活用の取組.
織物 2社 プロダクト・イ ノベーションを追及しているために、伝統
的な製品製造能力を基盤として、伝統的な加工方法を更に
洗練できる人材。
買継 4社 製品製造に進出することで生き残りを図っているために、
稀少な製品製造をしている域内 ・域外企業との取引を構築
できる能力と、製品開発 ・製品製造を狙える人材。
情報収集能力、情報処理能力の高い人材。
コストダウンを進められる人材。
提案能力、 域外を含めた協力企業との連携強化に寄与でき
る人材。
販売カをもっ組織との取引関係を強化に寄与できる人材。
買継、本来の役割を強化することに寄与できる人材。
染色 4社 機元ごとに異なる微妙な特徴を同一タイフ。の財へと微調整
(変換)できる人材 (染色技術 ・技能の高い人材)。
情報発信能力を高められる人材。
受注を増やせる人材。
整理 l社 優良な取引先との連携に寄与できる人材。
開発力、 営業力を向上させられる人材。
生産性を高められる人材。
撚糸 1社 提案カのある人材。
意匠 1社 顧客を増やせること。
生産能力を高めること。
(出所)ヒアリング調査に基づき筆者作成.
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2種類目は、徹底した短納期の追求に寄与できる人材を求めている意匠の企業群である。
意匠では、優良な販路を有している取引先との関係を更に強化するために、QCD(品質・
コスト・納期)対応の更なる向上に寄与できる人材を志向している。換言すると、顧客を増
やすために、生産効率の向上(更なるQCD改善)に寄与できる人材である。従来、意匠で
は紋紙に穿孔を空けた短冊状の厚紙を九十九折にしたプログラム・データを扱っていた。し
かし、近年、そのプログラムはCADを介したプログラムに移行している。それゆえ、納期
短縮のみならず、データをカプセル化することで、更なる短納期や域外より受注を獲得でき
る余地が生じている。
3種類目は、良い販路を有している取引先との関係のみだと不十分なための(優れた販路
をもっ取引先との関係を構築、強化するための)人材であり、買継、整理、撚糸事業所に多
く見受けられる。これらの実態は、 『中小企業白書2009年版』において改めて指摘されている、
イノベーションと人材に沿ったかたちである16)。説明を加えると、これらの事業所の求めて
いる人材は、販売量増加に寄与できる提案能力を有する人材(顧客からの評判を落とすこと
なく、販売量を増やせる展示即売会や売り方を企画・提案できる人材)や、 希少な製品製造
をしている域内・域外企業との企業関取引の強化を通じて、優れた販売力を有している取引
企業との関係を強化できる人材である。この傾向は1990年代以降、顕著になっている。基本
的に在庫リスクの高い役割を担っている事業所ほど、多くの利益を確保する。在庫1)スクは
担う事業所毎に異なるが、撚糸(未染色の素材)、染色(染色後の素材)、織物(織布)、縫
製(裁断・縫製後の製品)、買継、問屋、商社、アパレル(最終製品)の順に大きくなる。従来、
貿継は織物、縫製と問屋、商社、アパレJレ聞に位置する卸売の役割を担っていた。しかし、
問屋、商社、アパレルは在庫リスクを担うことを部分的に止め、買継に担わせる方針に転換
した。この結果、買継はより多くの利益を期待できるようになるが、それ以上に在庫リスク
を抱える余地を増やすことになる。この結果、従来、求めていなかった人材育成・登用を強
く推し進めざるを得なくなった。
上記のことを整理すると、従業者規模の小さい米沢の小巾織物関連事業所における人材育
成の現状とは、 1)高度な技能を有している経営者、中核的な従業者への技能継承を実施し
ているために、後継者は比較的恵まれている。2)ただし、それ以外の従業者はlつの工
程に関連する仕事の専門化を志向した人材育成を実施している。 3)買継の一部では、問屋、
商社のリスクの一部を担うことを求められるよ うになり、(従来、殆ど求められていなかっ
た)販売量の増加に繋げられる企画力や提案力を有している人材育成(人材登用)に取り組
んでいる。
では、これらの人材活用の取組みは知何なる経営環境の下で実施されているのだろうか。
4.労働分配率を維持している蹟要素.
図3において触れたとおり、 2005年の呉服小売の市場規模は約6，100億円前後だ‘ったが、
2006年に約5，000億円まで急減した。急減の背景として、過量販売による呉服催事販売大手
表3.米沢の繊維工業における統計表(従業者30名以上)• 
事業所数 正正職土員員等 出受向入・時者遣雇用給者与の そ給の与他の 出製荷造買品等 在年庫末額 機取械得装額置 減価額償却 労働率分配 原材料率 在車率7ルパイ卜等
2002 4 192 30 21 68， 166 331 595，760 89，257 5，914 1，837 25.1 52.4 15.0 
2003 4 189 31 1 69，882 1，105 598，830 85，283 5，362 60，432 30.9 50.2 14.2 
2004 4 175 38 1 6日.215 560 621，571 96，892 4，588 46，88G 25.5 48.0 15.6 
2005 4 158 28 31 60，818 2，340 594，824 119，341 2，601 33，043 22.0 46.1 20.1 
2006 4 151 48 31 57，165 2，831 616，929 104，024 1，312 32.032 21. 6 48.1 16.9 
2007 4 148 L__4里 26 55，817 L_J，(>坦L_576，坦 78，325 1，71G L28， 2 22.6 45φl 13.6 
(出所H米沢の工業j各年版に基づき筆者作成
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2社の倒産がある。この点を踏まえて、『米沢の工業jを概観する。
労働分配率は経済の拡大期に低下をして、 縮小期に上昇する傾向を有している。しかし、
米沢の繊維産業における従業者30名以上の統計資料をみると、労働j分配率はこの傾向と逆の
減少を示している17)。なぜ、こう した現象が生じているのかをデータに基づいて考察をする
(表3)。最初に生じたのは、 1) 2002~2003年における製造設備の取得である。 1990年以降、
図4.年代別労働者数 (役員 [男女]) 図5.年代別労働者数 (家族[男女])
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(出所)米沢繊維協同組合連合会資料に基づき筆者作成 (出所)米沢繊維協同組合連合会資料に基づき筆者作成.
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(出所)米沢繊維協同組合連合会資料に基づき筆者作成. (出所)米沢繊維協同組合連合会資料に基づき筆者作成
製造設備を更新・ 増強する時期を模索していた為でもあるが、この時期に生産効率と生産能
力が増強された。この結果、 2)2004年に製造品出荷額等は増加する。しかし、 3)2005 
と2006年に経営環境の大幅な悪化が生じる。 1990年代に従業者の削減を極力回避してきたが、
生産効率の向上と呉服催事販売大手の倒産に伴う在庫調整によって供給過剰に陥り、人材の
再配置ができなかった。4)この結果、最終手段と して、雇用調整をせざるを得えなくなる。
上記の経緯を労働分配率の推移と合わせてまとめると、 生産設備の更新によって生産能力の
向上を実現したものの、 25%以下の労働分配率に至る前に経営環境が悪化して供給過剰に陥
る。労働分配率の上昇に転じるはずだ、ったが、 翌年に市場規模の急激な縮小が発生し、1990
年代に極力回避してきた雇用調整に着手せざるを得なくなり、労働分配率が低下を続けた。
この推察の妥当性を検証するために、米沢繊維協同組合連合会加盟企業所収のデータを使
用する。 非正規労働者を含んでいるが、従業者年代別の役員数(男女計)、家族経営をして
いる労働者数(男女計)、従業者数(男女別)ごとに集計した結果、役員数は2004年以降40
歳代を中心に絞り込まれており(図4)、家族経営の事業所はある程度の後継者に恵まれて
? ???
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いるものの、それ以上に事業所数の減少が進行している(図5)。以上が役員数と家族経営
をしている年代別労働者数の推移だが、より顕著な傾向の表れている分類は従業者数の推移
である(図6、図7)02001年以降、男女ともに50歳代の雇用調整が一貫して進んでいるこ
とから、生産効率の向上と経営環境の悪化への対応を給与の抑制、パートの削減、そして、
企業内部における人材の再配置という形で吸収しきれなかったといえる。
以上のことから、労働分配率の安定してきた要因は、 1人複数台の織機を受け持つ労務へ
の移行や機械設備の更新(生産効率の向上)、企業内部における人材の再配置や給与削減の
みで吸収できないほど急激に縮小した市場によって、 50代の従業者を中心に削減せざるを得
ない点にあり、上記の推察は妥当と言える。
まとめ.
今田のケースでみたとおり、米沢の繊維工業における人材育成は経営者と中核的な役割を
担っている従業者を中心に、技術・技能継承という形で進められている。また、技術革命や
需要の減少のみならず、技術革新と需要の(急速な)減少の同時進行が従業者の雇用を脅か
していることを確認できた。需要の拡大を期待できない経営環境で技術革新の影響を受ける
工程にあり、且つ、特定の工程のみに専門化をし続ける人材のみを育成する限り、余剰人
員は生じるだろう。したがって、業務の閑散期に各事業所や繊維工業において必要となる技
術・技能、(産業集積地域としての)経営戦略に準じ、従業者の自主性に応じてエンプロイ
アピリティの向上に繋がる業務を提供することが、人材活用において求められている。しか
し、喫緊の課題となっていることは、製造工程に引き続き配置されている人材に要求される
能力の向上である。需要拡大期までに、技術や技能を継承していく仕組みを構築することが
課題となっている。
確かに、従業員の年代別構成という観点からみれば、 30歳~40歳代を山とする曲線に近づ
いてきたという意味で、妥当な形に近づいた。しかし、「労働者の雇用と労働をめぐる諸問
題」を論じるうえで、 主に製造工程に配置されていた中小企業における50歳代の従業者の再
配置の余地に注目をする視点(コストに見合う産出量を生み出す仕組み作りを模索すること)
は、需要の拡大を期待できる経営環境や雇用を吸収できる産業を創造できない限り、当面の
問、事業所や地域において存在し続ける課題であり続けるだろう。例えば、「早期立ち上げ
高年層下降型18)J (厚生労働省編 [2009J.p.l92.)や一般職と管理職の賃金制度を、企業の
実態に合わせた形で構築していくことが一つの方向といえる。
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註
1)この記述は、前川 [1973J、米沢信用金庫 [200旬、数納・m，.小野 [2009Jに準じて記
している。
2)小巾織物とは、呉服製品(米沢では主に袴地、着尺、男帯製品)とその関連製品(小物)
を指す。
3)広巾織物とは、洋装製品(米沢では主に婦人服地)を指す0
4) 2点の議論についての記述は、伊丹 [1998].p.5.より引用。
5)産業集積の地域面の類型化であり、機能面の類型化ではないことに留意されたい。
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6)他の類型として、機械工業関連の産業集積を既存工業集積と広域機械工業圏の2層に分
類した先行研究(渡辺 [2000J)や、井出 [2002Jがある。
7)今回の調査企業14杜における受注企業数の平均取引企業数は36.3社(15社中l社は回答なし)
である。なお、受注企業数の最も少ない事業所は4.5社であり、最も多い事業所は90杜で
ある。
自)吉田 [2009J，p.l.より引用。
9)米沢における絹織物の祖は、1790年あたりに透綾を製造した町田八之丞真乗(小沢 [1962].
p.108. 参照)と記されている。その一方で、絹織物の技術導入は文化元年~4 年 (1804~
07年)に商人主導で丹後(京都府)より丹後絹の織機の模型を取り寄せて織機をつくる
と共に、甲州で、織っていた諸糸機を改良して唐糸織を製造販売した時期(渡部・小沢編
日980J，p.l32.参照)との見解や、安永年代 (1772幽80年)に機業の始めた家があったとの
記録もある(渡部・小沢編口980J，p.271.参照)。なお、織物技術が米沢に流入してきた
非公式な時期は不明だが、越後縮織りの技術者、松の山天水村の源右衛門(縮師)によっ
て伝えられたと記されている(渡部・小沢編 [1980J，pp.94-95.参照)。
10)補足として、(旧)衣服製造業に位置づけられる事業所のー特徴は、安定的な需要に恵ま
れており主にプロセス・イノベーションの追求によって産業集積の経済性を発揮している
点に留意されたい。
11)吉田 [2009J，p.11.に準じて記している。
12)米沢信用金庫 [2009].渡部・小沢編口980Jに基づき記している。
13)象徴的な事象として、米沢繊維工業試験場から山形県工業技術センター置賜試験場への
改称 (1980年)がある。
14)サンプル数 (14杜)と表2の事業所数 (13社)の異なっている点についてだが、 1杜は
製造から小売まで手掛けているチェーン庖に至っており、人材活用の取組に大きな差異が
生じている。それゆえ、このl社は表2より除外している。
15) 2009年時点における米沢繊維協同組合連合会加盟企業は合計110杜であり、 7つの組合・
部会を統合した組織となっている。今回は米沢縫製工業協同組合を除く組合を対象にして
いる。
16)中小企業庁編 [2009J，p.45. p.53. p.56. pp.74-77. p.122.参照。
17)米沢市の衣服製造業では、約65%前後で推移をしている。
18)一般職や若年層において職務遂行能力を重視するが、中高年層や管理職層において役割
給や職務給、及び、業績・成果を重視し賃金格差を拡大させる賃金体系のこと。(厚生労働
省編 [2009].pp.l93-194.に基づき記している。)
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